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土砂法に基づく基礎調査の品質確保（土石流編） 

 
  国際航業株式会社 ○瀨戸康平，前田知行，木村凜太郎，鈴木篤，齋藤愛，渡辺智 

1. はじめに 
土砂法に基づく土砂災害警戒区域等（以下，「YR 区域」と呼ぶ．）は，机上での設定後，複数

の現地調査や見直しを経て確定に至る．全国大半の YR 区域は，（一財）砂防フロンティア整備
推進機構の土砂災害警戒区域等設定支援システム（以下，「支援システム」と呼ぶ．）を用いて設
定する．設定の条件・根拠・結果は「区域調書」に記録され，YR 区域の縦覧に供する「告示図
書」を通じて住民に向け告示される． 
 YR 区域は，机上→現地→設定→修正→更新→告示，一連の作業過程に複数の人手を介するた
め，入力ミス，修正不良，更新忘れ，先祖返りといった人為的ミスが生じやすい．支援システム
の収録値・区域調書・告示図書，これら資料間での不整合についても見逃しやすい． 

区域調書の目視確認についても 1 渓流あたり 100 枚を超えることがある．目視確認は煩雑で
あり，想定土石流流出区間の検討区間が多数のケースや地形起伏に富み YR 区域の形状が複雑
なケースの形状チェックは容易でない．また，土石流により流下する土石等の抑制・捕捉効果が
期待できる渓流では，土砂災害特別警戒区域を減じる効果評価を誤ることがある． 

以上より，土砂法基礎調査の成果品は，実用的で取り組みやすい品質確保の標準化が課題と考
えられる． 
 
2. 標準化の取り組み 
 本稿は，令和 5 年度砂防学会研究発表（P-65）1)に続く取り組みである．土砂法に基づく基礎
調査（土石流編）について，品質確保の標準化事例を紹介する． 
 
3. 品質確保ツールの仕様概要 

品質確保の標準化は，弊社開発のツールに基づく．支援システムの収録数値を紐解き，YR 区
域，横断測線，基準地点，渓流長等の座標値を再現する．数値化された地形条件，土質定数，土
石流により流下する土石等の量等の計算条件と計算結果を取得する．この収録数値を正として，
区域調書や告示図書の記録値を渓流毎に振り分け，各種諸元との整合性や矛盾の有無を定式化
して検証する．YR 区域は，その区域面積を座標法で個々に求め直し比較する方法で形状一致を
判定する． 

検証結果は，設定結果総括図，設定結果検証表に分かり易く表現し可視化する．ツールによる
検証速度は 1 渓流あたり 1〜3 秒，PC 環境に依存し難く大半の PC で高速に稼働する． 
 
4. 取り組み効果 

① 設定結果の定式化で効率良く客観的な品質証明が可能である． 
② 支援システム収録データ，区域調書，告示図書の整合性が確保される． 
③ 膨大な区域調書等を読み解く手間が省かれ品質確認に要する人的負担が大幅に軽減される． 

 
5. おわりに 

本発表による品質確保の取り組みは，支援システムに収録の GIS ファイル（gb32 形式）やデ
ータベースファイル（mdb 形式）を正として検証するため汎用性が高い．前回発表した急傾斜
地の崩壊編 1)と同じく，全国基礎調査成果の品質確保においても有用な取り組みと考えられる．
今後も適用地域を増やし，品質確保ツールの更なる改善に努める予定である．なお，2025 年 9
月に国土交通省の土砂災害リスク情報管理データベースが改良 2)された．登録データの整合性と
精度確保に向け，本手法が果たす役割はより一層大きくなるものと考えられる． 
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（１）品質確認データ 
区域調書 支援システム収録データ 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
（２）品質証明 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）設定結果総括図（渓流毎の照査） 

 
図 1 品質確保の取り組み 
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